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姫路市立東光児童センターほか２施設指定管理者の募集に係る質問への回答

No. 資料名 ページ 項目名 質問内容 回　答

1 仕様書 1～2 （6）人員配置及び勤務体制

児童厚生員について、①人員配置は４名
以上、②勤務体制は３名以上は常勤、開
館中は常時２名以上の配置とあります
が、児童厚生員の１日平均配置人数を各
児童館ごとにご教示いたただけますで
しょうか。

令和８年７月の各施設ごとの実績は下記の通り
です。
東光児童センター：2.9人／日
北児童センター：2.8人／日
灘児童センター：2.9人／日

2
指定管理募
集要項

4 7指定管理に関する経費

⑵指定管理料の「提案された収支予算書
をもとに、修繕費を控除した上で、年度ご
との予算の範囲内で決定する」との記載
および、⑶指定管理料の提案④の「修繕
実施前に市が承認を行った上で、毎月の
指定管理料の支払時に市から実績額を
指定管理者に支払います」との記載およ
び、業務仕様書14ページ「9修繕⑴乙が
負担する修繕➀」の「20万円未満の修繕
のものは乙（指定管理者）が負担」との記
載から、市が承認した1件あたり20万円未
満の修繕の総額が、提案した1件あたり
20万未満の修繕費の額を超えて実施し
た金額は、市負担であると認識してよい
か。

提案された収支予算をもとに、修繕費を控除し
た上で、年度ごとの指定管理料を予算の範囲
で決定し、修繕費は修繕実施前に市が承認を
行った上で、毎月の指定管理料支払い時に市
から実績額を指定管理者に支払います。お見
込み通り、指定管理者が実施する修繕費が提
案額を超えた場合も市が負担します。

3
指定管理募
集要項

4 7指定管理に関する経費

⑵指定管理料の「提案された収支予算書
をもとに、修繕費を控除した上で、年度ご
との予算の範囲内で決定する」との記載
だが、⑶指定管理料の提案④にて「修繕
実施前に市が承認を行った上で、毎月の
指定管理料の支払時に市から実績額を
指定管理者に支払います」との記載され
ています。こちらについて、提案された収
支予算書に記載の修繕費総額を超えて
も必要な修繕が発生した場合は、修繕を
実施した後に市負担となるのか。

お見込み通り、指定管理者が実施する修繕費
が提案額を超えた場合も市が負担します。
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4
指定管理募
集要項

4 7指定管理に関する経費

⑵➀賃金及び物価水準の変動への対応
について、経費節減には務めるものの、
最低賃金の上昇に伴う賃金面の費用増
加においては、コンプライアンスの観点か
らも対応が必ず必要なものになります。
今回の募集要項に記載の変動率の1.0%
は事業者負担ということは、最低賃金の
上昇の内の変動率によって、負担割合が
大幅に変わる（上昇率の1％でなく、変動
率の1％（変動率が2％の場合は事業者
負担は50％となる））と考えます。
現状、指定管理を運営する事業者は昨
今の急激な最低賃金の上昇により、最低
賃金の近似値での賃金を設定しており、
最低賃金の上昇はコンプライアンスの観
点からも必ず対応が必要なことであるた
め、その上昇部分に対し、事業者負担を
強いるという考え方を用いるのはいかが
なものかと思うので再考願うことはできな
いか。

変動率の1.0％の負担につきましては、変動率
のうち市と事業者の間で適切に負担を分担す
る観点から、事業者において通常想定される経
営上のリスクを考慮して割合を設定しておりま
す。
なお、賃金・物価水準の変動幅が該当年度の
スライド率を大幅に超える場合等で、施設の運
営状況に影響を及ぼす場合などは別途協議を
させていただくことを想定しております。

5
指定管理募
集要項

4～5 7指定管理に関する経費

⑵➀賃金及び物価水準の変動への対応
の「指定管理者として指定された後、実
際に指定管理料スライド制度に基づく増
額を希望する場合は、別途申請が必要と
なる」との記載及び、⑶指定管理料の提
案②賃金及び物価水準の変動に伴う経
費の増減についての「賃金及び物価水
準の変動に伴う経費の増減は初年度の
み賃金及び物価水準を勘案し、2年目以
降は変動を考慮せず提案」との記載につ
いて、⑵➀で指定管理者スライド制度を
選択しなかった場合は、⑶②で、賃金及
び物価水準の変動を考慮した金額の提
案を行うことは可能でしょうか。

指定期間内において、指定管理料スライド制度
を適用しない場合、上限額の範囲内で、賃金
及び物価水準の変動を考慮した金額の提案を
行うことは可能です。
なお、当初提案で物価水準の変動を含めること
により、スライドの基となる金額算出が困難とな
ることから、指定期間途中でスライド制度を適用
することはできなくなりますのでご留意ください。
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6
指定管理ス
ライド制度の
手引き

3 1指定管理料スライド制度の概要

⑸指定管理者の負担において、賃金・物
価水準の変動は翌年度以降の指定管理
料に反映するとのことだが、昨今、前年を
上回るペースでの最低賃金の上昇となっ
ているが、常に半年ほど古い指標での上
昇率であることと、上昇率から1％を除い
たものしか上昇しないとの理解をしている
が、スライド率を大幅に超える最低賃金
等の上昇があった場合、これは社会情勢
の急激な変化ととらえ、指定管理料の変
更の検討をしてもらえるのか、教えていた
だきたい。

スライド額につきましては、「指定管理料スライド
制度の手引」に記載しております、変動率を基
に算出していくことを想定していますが、賃金・
物価水準の変動幅が該当年度のスライド率を
大幅に超え、施設の運営状況に影響を及ぼす
場合等は別途協議をさせていただくことを想定
しております。

7
指定管理ス
ライド制度の
手引き

3～5 2賃金スライド

現在雇用している職員の大半は、指定管
理料スライド制度手引きP4の「⑵雇用形
態の区分➀正規雇用職員等」に該当しま
す。しかし、実態として最低賃金に近い水
準で給与を設定しているため、毎年の
「兵庫県最低賃金」の引き上げに伴い、
人件費が引き上げ率相当上昇していま
す。
一方でP5「⑸賃金水準の変動率➀正規
雇用職員等」の指標とされている「兵庫県
人事委員会勧告」に基づく民間給与の伸
び率事業者負担を除くと近年2％に満た
ず、実際のコスト増分を補填できません。
この乖離により事業者負担が非常に重く
なる為、正規雇用職員等の指標の考え
方について、実情に即した見直しをご検
討いただけないでしょうか。

正規雇用職員等については、給与表、勤続年
数、職務内容、民間給与水準等を踏まえて賃
金が決定されることから、民間給与実態調査を
指標としています。一方、非正規雇用職員等に
ついては、時給が地域別最低賃金やパート・ア
ルバイトの労働市場の影響を直接受けやすい
ため、最低賃金の改定率等を指標としていま
す。
また、手引きにおいて、正規雇用職員等の賃金
水準の変動率に民間給与実態調査に基づく民
間給与の伸び率を用いているのは、客観的か
つ統一的な指標により、指定管理者間の公平
性及び制度運用の明確性を確保することを目
的としたものです。
ご指摘いただいた施設毎の実情につきまして
は、賃金・物価水準の変動幅が該当年度のスラ
イド率を大幅に超える場合等で、施設の運営状
況に影響を及ぼす場合などは別途協議をさせ
ていただければと考えております。
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8
指定管理ス
ライド制度の
手引き

8 3物価スライド

⑴対象において、対象となる物件費清掃
（日常清掃や定期清掃）等の業務委託料
も含まれると思うが、こちらの経費の大部
分は人件費であるが、⑶物価水準の変
動率の➀光熱費を除く物件費のア指標
において、消費者物価指数（生鮮食品及
びエネルギーを除く総合）としているが、
他の消費者物価指数に数値を引っ張ら
れる可能性があり、実施の上昇よりも緩や
かな上昇となる可能性があるので、上記
の委託料部分において、その他の指標
（例えば最低賃金等）を考えていただくこ
とはできないか。

業務委託のうち人件費の割合が高い業務につ
いて、最低賃金等を適用することにより、経費
への過大な反映や、他の対象経費との重複等
の課題がございます。
ご指摘いただいた内容につきましては、業務委
託料等に関する物価水準の変動幅が該当年
度のスライド率を大幅に超える場合等で、施設
の運営状況に影響を及ぼす場合などは別途協
議をさせていただければと考えております。

9
指定管理募
集要項

4 7指定管理に関する経費
指定管理料の上限額は5年間の物価上
昇率等を反映した額となっているのか。

今後、５年間の見込は含まれていません。
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